
(単位：円)

Ｎｏ 交付対象事業の名称 担当課 事業の概要 総事業費
うち交付金充

当額
効果・検証

1
低所得世帯支援事業【物価
高騰対策給付金】

福祉介護課
 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援とし
て、住民税非課税世帯に対し臨時的な給付金を支給する。 

    45,946,131     45,946,131 
 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援と
して、住民税非課税世帯に対し臨時的な給付金を支給するこ
とができた。 

2
物価高騰対応給付金事業
（住民税均等割のみ課税世
帯）【物価高騰対策給付金】

福祉介護課

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援とし
て、住民税均等割のみ課税世帯に対し臨時的な給付金を支
給する。 

    18,254,118     18,254,118 
 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援と
して、住民税均等割のみ課税世帯に対し臨時的な給付金を支
給することができた。 

3
物価高騰対応給付金事業
（低所得世帯こども加算）
【物価高騰対策給付金】

福祉介護課

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援とし
て、こどものいる住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
帯に対し臨時的な給付金を支給する。 

      4,104,358       4,104,358 
 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援と
して、こどものいる住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
帯に対し臨時的な給付金を支給する。 

4
低所得世帯支援事業（家計
急変世帯）【物価高騰対策
給付金】

福祉介護課
 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援とし
て、家計急変世帯に対し臨時的な給付金を支給する。 

          70,139           70,000 
 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援と
して、家計急変世帯に対し臨時的な給付金を支給することが
できた。 

5
物価高騰対策生活者支援
事業

総務課
 新型コロナウイルス感染症等の影響による物価高騰に苦慮
している町民の生活支援、町内事業者支援をするため、 町
内の登録事業所で利用できる商品券を交付する。 

    18,494,807     18,260,000 

新型コロナウイルス感染症の影響による原油価格・物価高騰
で苦慮している町民の支援を目的に全町民へ商品券を交付
し、登録店舗で利用された商品券の換金を行った。町内事業
者を応援し町内消費を図ることができた。

6
物価高騰対策学校体操服
等支給事業

教育委員会

 新型コロナウイルス感染症等の影響により、、エネルギー・
食料品価格等の物価高騰に苦慮している子育て世帯を支援
するため、 新小学1年生と新中学1年生以外の児童生徒に、
学校体操服等を支給する。 

      3,269,492       3,000,000 
新型コロナウイルス感染症等の影響により、、エネルギー・食
料品価格等の物価高騰の影響を受けている保護者を支援す
ることができた。

7
はつらつ！こども応援金交
付事業

教育委員会
 新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食
料品価格等の物価高騰の影響を受けた義務教育世代に対し
て、応援金を支給することにより負担の軽減を図る。 

      4,049,429       3,800,000 
新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰の影響を受けた義務教育世代に対して、
応援金を支給することにより負担の軽減を図ることができた。

8
はつらつ！就学・通学応援
金交付事業

教育委員会

 新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食
料品価格等の物価高騰の影響を受けた高等学校等の就学
者に対して、応援金を支給することにより負担の軽減を図
る。 

      1,389,514       1,150,000 

新型コロナウイルス感染症等の影響により、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰の影響を受けた高等学校等の就学者に
対して、応援金を支給することにより負担の軽減を図ることが
できた。

9
Ｒ6計画物価高騰対応給付
金事業（給付金・定額減税
一体支援）

福祉介護課

 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、エネ
ルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援とし
て、新たに令和６年度住民税均等割非課税世帯と、住民税
均等割のみ課税世帯に対し臨時的な給付金を支給する。 

      9,500,000       9,500,000 

 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者支援と
して、新たに令和６年度住民税均等割非課税世帯と、住民税
均等割のみ課税世帯に対し臨時的な給付金を支給することが
できた。 

※充当金額は現時点のものであり、実績報告の結果変わる可能性があります。

長瀞町　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施状況及び効果検証


